
 

 
第第22節節  輸輸出出拡拡⼤⼤等等にによよるる「「海海外外かからら稼稼ぐぐ⼒⼒」」のの強強化化  

 
 
⼈⼝減少や⾼齢化により農林⽔産物・⾷品の国内消費の減少が⾒込まれる中、農業の⽣

産基盤を維持していくには、これまでの国内市場のみに依存する農林⽔産業・⾷品産業の
構造から、成⻑する海外市場で稼ぐ⽅向に転換することが不可⽋です。そのため、政府は
令和2(2020)年11⽉に実⾏戦略を策定し、その後も改訂を⾏い、取組を進めてきました。 

本節では、実⾏戦略に基づく施策や取組のほか、輸出拡⼤とともに、⾷品産業の海外展
開やインバウンドによる⾷関連消費の拡⼤を図ることによる「海外から稼ぐ⼒」の強化に
向けた取組を紹介します。 

 
((11))  実実⾏⾏戦戦略略のの基基本本的的なな考考ええ⽅⽅  
((ママーーケケッットトイインンのの発発想想でで輸輸出出拡拡⼤⼤をを推推進進))  

我が国の農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤については、海外市場が要求する量や価格、品質、
規格等のスペックで継続的に提供することが必要であること、輸出先国・地域の衛⽣検疫
規制や規格基準に合わない産品は輸出ができないなどの課題があります。 

また、令和元(2019)年の我が国の農林⽔産物・⾷品の輸出割合は2%となっており、他
国と⽐較しても低い⽔準です(図図表表33--22--11)。⼀⽅、我が国の農林⽔産物・⾷品には潜在的な
ニーズがあり、輸出割合増加のポテンシャルは⽐較的⾼いことから、輸出拡⼤に向けた取
組が重要となっています。 

このような中、我が国の農林⽔産物・
⾷品の輸出を拡⼤させるためには、⽣産
から現地販売までのバリューチェーン全
体を、「プロダクトアウト」から「マーケ
ットイン」に転換する必要があります。 

実⾏戦略では、我が国の強みを最⼤限
に発揮すること、マーケットインの発想
で輸出にチャレンジする農林⽔産事業者
を後押しすること、省庁の垣根を超え政
府⼀体として輸出の障害を克服すること
を基本的な考え⽅としています。 

 
((22))  我我がが国国のの強強みみをを最最⼤⼤限限にに発発揮揮すするるたためめのの取取組組  
((輸輸出出重重点点品品⽬⽬とと輸輸出出⽬⽬標標をを設設定定))  

今後の輸出拡⼤に向け、海外で評価される我が国の強みがある品⽬を中⼼に輸出を加速
させ、その波及効果として、全体の輸出を伸ばすことが重要です。そのため、海外で評価
される我が国の強みがあり、輸出拡⼤の余地が⼤きく、関係者が⼀体となった輸出促進活
動が効果的な品⽬として、29品⽬を輸出重点品⽬に選定しています(図図表表33--22--22)。 

また、輸出重点品⽬以外についても、輸出⽬標とその実⾏のための課題と対策を明確化
する産地・事業者には引き続き適切な⽀援を⾏っていくこととしています。 

図表3-2-1 世界の農林⽔産物・⾷品の輸出割合 
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資料：FAOSTAT、UNIDO、ISIC Revision３のデータを基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和元(2019)年の数値 

2) 輸出割合は、⽣産額(農産物・⾷品製造業(含⽔産業)・⽊材産業)を
輸出額(農産物・⾷品製造業(含⽔産業)・⽊材産業)で除した数値 

 

定した、令和7(2025)年の茶の輸出額⽬標312億
円を達成しました(図図表表33--11--77)。 

また、有機栽培茶は海外でのニーズも⾼く、
有機同等性の仕組みを利⽤した輸出量は増加傾
向にあります。令和5(2023)年は前年に⽐べ
18.1%増加し過去最⾼の1,585tとなりました。
特にEUや⽶国が⼤きな割合を占めています。 

農林⽔産省では、輸出拡⼤に向けた環境整備
のため、相⼿国・地域の残留農薬基準をクリア
する防除体系の確⽴に向けて、主要産地での現
地実証を通じた防除体系の確⽴等を推進してい
ます。 

 
 
 

((果果実実のの輸輸出出額額はは前前年年にに⽐⽐べべ増増加加))  
果実の輸出額は、我が国の⾼品質な果実が諸

外国・地域で評価され、りんご、ぶどうを中⼼
に 近 年 増 加 傾 向 で 推 移 し て い ま す 。 令 和
6(2024)年は、夏季の⾼温の影響等により収量
が減少した品⽬が多かったものの⾷味に対する
継続的な引合いがあるなど、特にりんごの輸出
が堅調だったこと等から、前年に⽐べ14.8%増
加し333億円となりました(図図表表33--11--88)。 

農林⽔産省では、りんご等の果樹について、
防除暦の⾒直し等の規制やニーズに対応する産
地育成の推進とともに、プロモーション等によ
る更なる海外需要開拓を図っていくこととして
います。 
 
 
 
((ホホタタテテ⾙⾙のの輸輸出出額額はは、、輸輸出出先先のの転転換換・・多多⾓⾓化化のの推推進進にによよりり、、前前年年にに⽐⽐べべ増増加加))  

ホタテ⾙等については、中国等による輸⼊規制の影響を受ける中、輸出先の転換・多⾓
化が進んだことにより、⽶国、タイ、ベトナム等の中国以外の国・地域に対する輸出が⼤
きく増加し、令和6(2024)年のホタテ⾙(⽣鮮等)の輸出額は、前年に⽐べ0.9%増加の695
億円となりました。 

農林⽔産省では、JETRO、⽇本⾷品海外
にほんしょくひんかいがい

プロモーションセンター(以下「JFOODO
ジ ェ イ フ ー ド ー

」と
いう。)、認定農林⽔産物・⾷品輸出促進団体(以下「認定品⽬団体」という。)が連携して
⾏う、海外バイヤーの国内産地への招 聘

しょうへい
、ホタテ⾙の加⼯業者等の海外派遣、⾮⽇系の

スーパー・レストランや地⽅都市等でのプロモーションや商流構築等を通じた、輸出先の
転換・多⾓化を⽀援しています。 

図表3-1-8 果実の輸出額 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 「その他」は、なし、かき等を含む。 

2) 令和4(2022)年以降は⼲し柿を含む。 
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図表3-1-7 緑茶の輸出額 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成 
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((認認定定品品⽬⽬団団体体にによよるるオオーールルジジャャパパンンででのの輸輸出出⼒⼒強強化化のの取取組組をを推推進進))  
輸出促進法1に基づき、輸出重点品⽬ごとに、⽣産から販売に⾄る関係者が連携し、輸出

の促進を図る法⼈を、法⼈からの申請により、認定品⽬団体として認定しており、令和
7(2025)年3⽉末時点では、合計15団体(27品⽬)となっています(図図表表33--22--44)。認定品⽬団
体は、市場調査やジャパンブランドによる共同プロモーションといった個々の産地・事業
者では取り組み難い⾮競争分野の輸出促進活動を⾏い、業界全体での輸出拡⼤に取り組ん
でいます。 

また、ほかの認定品⽬団体やJETRO、JFOODO等と連携し、輸出先国・地域における
マーケティングやプロモーション活動等を⾏っています。 

くわえて、輸出量の増加に伴い拡⼤する輸送リスク等への対応や、将来的に⾃⼰財源を
増加させ、国では⾏えない細かな業界⽀援を⾏うことも期待されています。 

 

 
 
 
 
 
 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律」 

図表3-2-4 認定農林⽔産物・⾷品輸出促進団体 

資料：農林⽔産省作成 

認定番号 団体名 品⽬

1 ⼀般社団法⼈全⽇本菓⼦輸出促進協議会 菓⼦

2 ⼀般社団法⼈⽇本⽊材輸出振興協会 製材、合板

3 ⼀般社団法⼈⽇本真珠振興会 真珠

4 ⽇本酒造組合中央会 清酒(⽇本酒)、本格焼酎・泡盛

5 ⼀般社団法⼈全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会 コメ・パックご飯・⽶粉及び⽶粉製品

6 ⼀般社団法⼈全国花き輸出拡⼤協議会 切り花

7 ⼀般社団法⼈⽇本⻘果物輸出促進協議会
りんご、ぶどう、もも、かんきつ、かき・かき
加⼯品、いちご、かんしょ・かんしょ加⼯品・
その他の野菜

8 公益社団法⼈⽇本茶業中央会 茶

9 ⼀般社団法⼈全⽇本錦鯉振興会 錦鯉

10 全国醤油⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち醤油

11 全国味噌⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち味噌

12 ⼀般社団法⼈⽇本ほたて⾙輸出振興協会 ホタテ⾙

13 ⼀般社団法⼈⽇本養殖⿂類輸出推進協会 ぶり、たい

14 ⼀般社団法⼈⽇本畜産物輸出促進協会 ⽜⾁、豚⾁、鶏⾁、鶏卵、⽜乳乳製品

15 全⽇本カレー⼯業協同組合
ソース混合調味料のうちカレールウ及びカレー
調製品

 

 
 

((輸輸出出重重点点品品⽬⽬にに係係るるタターーゲゲッットト国国・・地地域域、、輸輸出出⽬⽬標標、、⼿⼿段段をを明明確確化化))  
輸出重点品⽬ごとに、海外の市場動向や輸出環境等を踏まえ、輸出拡⼤を重点的に⽬指

す主なターゲット国・地域ごとの輸出⽬標を設定し、現地での販売を伸ばすための課題と
その克服のための取組を明確化しています(図図表表33--22--33)。 

なお、輸出⽬標の設定に当たっては、市場のニーズを踏まえつつ、今後の輸出増のポテ
ンシャルが⾼い国・地域についても、新たなターゲット国・地域として位置付け、輸出先
国・地域の多⾓化を図っていくこととしています。 

 

 

図表3-2-3 品⽬別輸出⽬標の例 

資料：農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略(令和5(2023)年12⽉改訂)を基に農林⽔産省作成 

図表3-2-2 輸出重点品⽬ 

資料：農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略(令和5(2023)年12⽉改訂) 
注：その他の野菜(たまねぎ等)についても、⽔⽥等を活⽤して輸出産地の形成に積極的に取り組む。 

輸出重点品⽬ 海外で評価される⽇本の強み

⽜⾁
和⽜として世界中で認められ、⼈気が⾼く、引き続き輸出の伸びに
期待。

豚⾁、鶏⾁
とんかつ、焼き⿃等の⽇本の⾷⽂化とあわせて海外の⽇本ファンに
アピールすることで、今後の輸出の伸びに期待。

鶏卵
半熟たまごが浸透し、⽣⾷できる卵としての品質が評価され、更な
る輸出の伸びに期待。

⽜乳乳製品 ⾹港や台湾で品質が⾼評価。アジアを中⼼に輸出の可能性。
果樹(りんご、ぶどう、
もも、かんきつ、か
き・かき加⼯品)、野菜
(いちご)

⽢くて美味しく、⾒た⽬も良い⽇本の果実は海外でも⼈気。

野菜(かんしょ等)注 焼き芋がアジアで⼤⼈気。輸出が急増。

切り花 外国にはない品種に強み。輸出の伸び率が⾼い。

茶
健康志向の⾼まりと⽇本⽂化の浸透とともに欧⽶を中⼼にせん茶、
抹茶が普及。

コメ・パックご飯・⽶
粉及び⽶粉製品

冷めても美味しいなどの⽇本産⽶は寿司やおにぎり等に向き、⽇本
⾷の普及とともに拡⼤が可能。

製材
スギやヒノキは、⽇本式⽊造建築だけでなく、⾹りの癒しの効果も
⼈気で、今後の輸出の伸びに期待。

輸出重点品⽬ 海外で評価される⽇本の強み

合板
合板の加⼯・利⽤技術は、⽇本の得意分野。⽇本式⽊造建築ととも
に、今後の輸出の伸びに期待。

ぶり 脂がのっている⽇本独⾃の⿂種。近年、⽶国等への輸出額が増加。

たい 縁起のよい⾚⾊は中華圏でも好まれる。活⿂輸出の増加に期待。

ホタテ⾙
⾼品質な⽇本産ホタテ⾙は世界で⾼く評価。⽔産物では輸出額ナン
バーワン。

真珠 真珠養殖は⽇本発祥。⽇本の⽣産・加⼯技術が国際的に⾼評価。

錦鯉 ⽇本⽂化の象徴としてアジア、欧州を中⼼に海外で⼈気。

清涼飲料⽔ 緑茶飲料等の⽇本の味が⼈気となり、伸び率が⾼い。

菓⼦
⽇本独⾃の発展を遂げ、他国にはない独創性。バラエティ豊かな商
品とコンテンツの普及とともに海外で⼈気。

ソース混合調味料 カレールウ等⽇本⾷の普及とともに⽇本を代表する味に成⻑。

味噌・醤油
⽇本が誇る発酵⾷品。和⾷⽂化の浸透とともに欧⽶・アジア地域で
⼈気も上昇。

清酒(⽇本酒)
「SAKE」は⽇本⾷のみならず各国の料理に合う⾷中酒等として世
界中で認知が拡⼤中。

ウイスキー ⽇本産品の品質が世界中でブランドとして定着。

本格焼酎・泡盛
原料の特徴を残すユニークな蒸留酒としての評価があり、今後の輸
出拡⼤に期待。

【【目目標標額額】】
52億円(2019年 )  →→ 112255億億円円((22002255年年))

○輸輸出出産産地地 1111産産地地
• 漁場の大規模化、沖合養殖の推進により増産
• 育種や低魚粉飼料の開発により生産コストを低減

牛肉

コメ・パックご飯・米粉及び米粉製品

果樹（りんご）

ぶり

【【目目標標額額】】
297億円(2019年 )  →→ 11,,660000億億円円((22002255年年))

国国名名 22001199年年 22002255年年 ニニーーズズ・・規規制制対対応応へへのの課課題題・・方方策策
香港 51億円 330億円 消費者向け販促プロモーションの強化。スライ

ス肉、食肉加工品等の新たな品目の輸出促進。台湾 37億円 239億円
米国 31億円 185億円 和牛の認知度が低い地域におけるオールジャパ

ンのプロモーション、ロインの輸出拡大と合わ
せて、ロイン以外の部位の新たな需要を開拓。EU等 21億円 104億円

○国国別別輸輸出出額額目目標標ととニニーーズズ対対応応へへのの課課題題・・方方策策

○輸輸出出産産地地 2211産産地地
• 生産から輸出まで一貫して輸出促進を図るコンソーシアムを産地で構築
• 食肉処理施設等による輸出先国が要求する条件への対応
• 牛舎等の施設整備、省力化等により輸出の安定的な拡大に資する生産基盤を確立

【【目目標標額額】】
145億円(2019年)  →→ 117777億億円円((22002255年年))

国国名名 22001199年年 22002255年年 ニニーーズズ・・規規制制対対応応へへのの課課題題・・方方策策

台湾 99億円 120億円 大玉で赤色の贈答用に加え、値頃感のある中
小玉果の生産・供給体制を強化

香港 37億円 45億円 香港で好まれる黄色系品種の安定供給、値頃
感のある中小玉果の生産・供給体制を強化

タイ 4.5億円 5.5億円 富裕層のほか、買い求めやすい価格帯の中
小玉果の生産・供給体制を強化

○国国別別輸輸出出額額目目標標ととニニーーズズ対対応応へへのの課課題題・・方方策策

○輸輸出出産産地地 77産産地地
• 既存園地の活用や水田への新植、省力樹形の導入等による生産力の強化
• 産地と輸出事業者等が連携した輸出コンソーシアムの形成

国国名名 22001199年年 22002255年年 ニニーーズズ・・規規制制対対応応へへのの課課題題・・方方策策
香港 15億円 36億円 中食・外食を中心にした需要開拓

米国 7億円 30億円
小売店や外食、EC等の需要開拓
パックご飯・米粉の更なる市場開拓。

中国 4億円 19億円 外食店やEC、贈答用需要の更なる開拓。
指定精米工場等の活用・追加。

シンガポール 8億円 16億円 中食・外食を中心にした需要開拓

○国国別別輸輸出出額額目目標標ととニニーーズズ対対応応へへのの課課題題・・方方策策

○輸輸出出産産地地 3300～～4400産産地地
• 千t超の輸出用米の生産に取り組む産地を育成
• 大ロットで輸出用米を生産・供給
• 生産・流通コスト低減、輸出用米の生産拡大を推進

【【目目標標額額】】
229億円(2019年 )  →→ 554422億億円円((22002255年年))

国国名名 22001199年年 22002255年年 ニニーーズズ・・規規制制対対応応へへのの課課題題・・方方策策

米国 159億円 320億円
小売店の調達基準を満たす生産の拡大と
安定供給。現地の食嗜好に合わせた商品
を開発・製造。

中国 13億円 31億円 活魚の需要があるアジア向けに、活魚運搬
船を活用した物流・商流を構築香港 11億円 40億円

○国国別別輸輸出出額額目目標標ととニニーーズズ対対応応へへのの課課題題・・方方策策
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((認認定定品品⽬⽬団団体体にによよるるオオーールルジジャャパパンンででのの輸輸出出⼒⼒強強化化のの取取組組をを推推進進))  
輸出促進法1に基づき、輸出重点品⽬ごとに、⽣産から販売に⾄る関係者が連携し、輸出

の促進を図る法⼈を、法⼈からの申請により、認定品⽬団体として認定しており、令和
7(2025)年3⽉末時点では、合計15団体(27品⽬)となっています(図図表表33--22--44)。認定品⽬団
体は、市場調査やジャパンブランドによる共同プロモーションといった個々の産地・事業
者では取り組み難い⾮競争分野の輸出促進活動を⾏い、業界全体での輸出拡⼤に取り組ん
でいます。 

また、ほかの認定品⽬団体やJETRO、JFOODO等と連携し、輸出先国・地域における
マーケティングやプロモーション活動等を⾏っています。 

くわえて、輸出量の増加に伴い拡⼤する輸送リスク等への対応や、将来的に⾃⼰財源を
増加させ、国では⾏えない細かな業界⽀援を⾏うことも期待されています。 

 

 
 
 
 
 
 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律」 

図表3-2-4 認定農林⽔産物・⾷品輸出促進団体 

資料：農林⽔産省作成 

認定番号 団体名 品⽬

1 ⼀般社団法⼈全⽇本菓⼦輸出促進協議会 菓⼦

2 ⼀般社団法⼈⽇本⽊材輸出振興協会 製材、合板

3 ⼀般社団法⼈⽇本真珠振興会 真珠

4 ⽇本酒造組合中央会 清酒(⽇本酒)、本格焼酎・泡盛

5 ⼀般社団法⼈全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会 コメ・パックご飯・⽶粉及び⽶粉製品

6 ⼀般社団法⼈全国花き輸出拡⼤協議会 切り花

7 ⼀般社団法⼈⽇本⻘果物輸出促進協議会
りんご、ぶどう、もも、かんきつ、かき・かき
加⼯品、いちご、かんしょ・かんしょ加⼯品・
その他の野菜

8 公益社団法⼈⽇本茶業中央会 茶

9 ⼀般社団法⼈全⽇本錦鯉振興会 錦鯉

10 全国醤油⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち醤油

11 全国味噌⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち味噌

12 ⼀般社団法⼈⽇本ほたて⾙輸出振興協会 ホタテ⾙

13 ⼀般社団法⼈⽇本養殖⿂類輸出推進協会 ぶり、たい

14 ⼀般社団法⼈⽇本畜産物輸出促進協会 ⽜⾁、豚⾁、鶏⾁、鶏卵、⽜乳乳製品

15 全⽇本カレー⼯業協同組合
ソース混合調味料のうちカレールウ及びカレー
調製品

 

 
 

((輸輸出出重重点点品品⽬⽬にに係係るるタターーゲゲッットト国国・・地地域域、、輸輸出出⽬⽬標標、、⼿⼿段段をを明明確確化化))  
輸出重点品⽬ごとに、海外の市場動向や輸出環境等を踏まえ、輸出拡⼤を重点的に⽬指

す主なターゲット国・地域ごとの輸出⽬標を設定し、現地での販売を伸ばすための課題と
その克服のための取組を明確化しています(図図表表33--22--33)。 

なお、輸出⽬標の設定に当たっては、市場のニーズを踏まえつつ、今後の輸出増のポテ
ンシャルが⾼い国・地域についても、新たなターゲット国・地域として位置付け、輸出先
国・地域の多⾓化を図っていくこととしています。 

 

 

図表3-2-3 品⽬別輸出⽬標の例 

資料：農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略(令和5(2023)年12⽉改訂)を基に農林⽔産省作成 

図表3-2-2 輸出重点品⽬ 

資料：農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略(令和5(2023)年12⽉改訂) 
注：その他の野菜(たまねぎ等)についても、⽔⽥等を活⽤して輸出産地の形成に積極的に取り組む。 

輸出重点品⽬ 海外で評価される⽇本の強み

⽜⾁
和⽜として世界中で認められ、⼈気が⾼く、引き続き輸出の伸びに
期待。

豚⾁、鶏⾁
とんかつ、焼き⿃等の⽇本の⾷⽂化とあわせて海外の⽇本ファンに
アピールすることで、今後の輸出の伸びに期待。

鶏卵
半熟たまごが浸透し、⽣⾷できる卵としての品質が評価され、更な
る輸出の伸びに期待。

⽜乳乳製品 ⾹港や台湾で品質が⾼評価。アジアを中⼼に輸出の可能性。
果樹(りんご、ぶどう、
もも、かんきつ、か
き・かき加⼯品)、野菜
(いちご)

⽢くて美味しく、⾒た⽬も良い⽇本の果実は海外でも⼈気。

野菜(かんしょ等)注 焼き芋がアジアで⼤⼈気。輸出が急増。

切り花 外国にはない品種に強み。輸出の伸び率が⾼い。

茶
健康志向の⾼まりと⽇本⽂化の浸透とともに欧⽶を中⼼にせん茶、
抹茶が普及。

コメ・パックご飯・⽶
粉及び⽶粉製品

冷めても美味しいなどの⽇本産⽶は寿司やおにぎり等に向き、⽇本
⾷の普及とともに拡⼤が可能。

製材
スギやヒノキは、⽇本式⽊造建築だけでなく、⾹りの癒しの効果も
⼈気で、今後の輸出の伸びに期待。

輸出重点品⽬ 海外で評価される⽇本の強み

合板
合板の加⼯・利⽤技術は、⽇本の得意分野。⽇本式⽊造建築ととも
に、今後の輸出の伸びに期待。

ぶり 脂がのっている⽇本独⾃の⿂種。近年、⽶国等への輸出額が増加。

たい 縁起のよい⾚⾊は中華圏でも好まれる。活⿂輸出の増加に期待。

ホタテ⾙
⾼品質な⽇本産ホタテ⾙は世界で⾼く評価。⽔産物では輸出額ナン
バーワン。

真珠 真珠養殖は⽇本発祥。⽇本の⽣産・加⼯技術が国際的に⾼評価。

錦鯉 ⽇本⽂化の象徴としてアジア、欧州を中⼼に海外で⼈気。

清涼飲料⽔ 緑茶飲料等の⽇本の味が⼈気となり、伸び率が⾼い。

菓⼦
⽇本独⾃の発展を遂げ、他国にはない独創性。バラエティ豊かな商
品とコンテンツの普及とともに海外で⼈気。

ソース混合調味料 カレールウ等⽇本⾷の普及とともに⽇本を代表する味に成⻑。

味噌・醤油
⽇本が誇る発酵⾷品。和⾷⽂化の浸透とともに欧⽶・アジア地域で
⼈気も上昇。

清酒(⽇本酒)
「SAKE」は⽇本⾷のみならず各国の料理に合う⾷中酒等として世
界中で認知が拡⼤中。

ウイスキー ⽇本産品の品質が世界中でブランドとして定着。

本格焼酎・泡盛
原料の特徴を残すユニークな蒸留酒としての評価があり、今後の輸
出拡⼤に期待。
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記事の制作・発信等を通じ、⽇本⾷・⾷⽂化の普及を図ることで、農林⽔産物・⾷品の輸
出拡⼤を推進しています。 

 
((輸輸出出先先国国・・地地域域ににおおけけるる専専⾨⾨的的・・継継続続的的なな⽀⽀援援体体制制をを強強化化))  

主要な輸出先国・地域において、農林⽔
産物・⾷品の輸出を⾏う事業者を包括的・
専⾨的・継続的に⽀援するため、在外公館、
JETRO海外事務所、JFOODO海外駐在員
を主な構成員とし、現地発の情報提供や新
たな商流の開拓⽀援等を⾏う輸出⽀援プラ
ットフォームを設置しています。 

令和6(2024)年度は、新たにマレーシア
(クアラルンプール)、アラブ⾸⻑国連邦(ド
バイ)において輸出⽀援プラットフォーム
の拠点を設⽴し、設置国・地域は合計で10
か国・地域となっています1(図図表表33--22--66)。 

また、同プラットフォームでは、現地展
開している⾷品事業者や⽇本⾷レストラン等のネットワークを構築するとともに、輸出を
⽬指す事業者に必要な情報の提供やオールジャパンでのプロモーション戦略の⽴案等を協
⼒して⾏っています。 

さらに、現地商流に⼊り込んでいくため、⽇系市場への過度の偏重や既存の商流の奪い
合いを避け、⽇系以外の商流への新規のアプローチを強化することに留意しながら取り組
むこととしています。 

 
((33))ママーーケケッットトイインンのの発発想想でで輸輸出出ににチチャャレレンンジジすするる農農林林⽔⽔産産事事業業者者をを後後押押しし  
((リリススククをを取取っってて輸輸出出にに取取りり組組むむ事事業業者者へへのの投投資資をを⽀⽀援援))  

「プロダクトアウト」から「マーケットイン」に発想を転換するには、リスクを取って
輸出向け産品の⽣産・輸出にチャレンジする事業者が不可⽋です。 

そのため、農林⽔産省では、輸出向けの⽣産を⾏う輸出産地の育成・展開や、⾃らリス
クを取り、輸出先国・地域の規制やニーズに対応したマーケットイン輸出に取り組む産地・
事業者等に対し、重点的な⽀援・環境整備を⾏うこととしています。 

また、輸出先国・地域の規制に対応した施設整備等の投資を⾏ってから収益化するまで
に⼀定期間を有することから、輸出促進法に基づく公庫の融資(農林⽔産物・⾷品輸出基盤
強化資⾦2)や税制特例(輸出事業⽤資産の割増償却)の積極的な活⽤により、輸出に取り組
む事業者を強⼒に後押しすることとしています。 

さらに、投資円滑化法3に基づき、輸出に取り組む事業者に投資する⺠間の投資主体への
資⾦供給の促進に取り組むこととしています。 

 

 
1 (  )内は事務局設置都市 
2 沖縄振興開発⾦融公庫でも貸付が⾏われている。 
3 第2章第9節を参照 

資料：農林⽔産省作成 

⽶国

タイ
シンガポール

EU

⾹港

中国

台湾
ベトナム

マレーシアUAE

図表3-2-6 輸出⽀援プラットフォームの拠点設
置国・地域 

 

((JJEETTRROO・・JJFFOOOODDOOにによよるる海海外外ででのの販販路路開開拓拓⽀⽀援援をを実実施施))  
JETROでは、セミナーやウェブサイト等を通じた輸出関連制度やマーケット情報の提供、

相談対応等の輸出事業者等へのサポートを⾏っています。また、海外⾒本市への出展⽀援、
国内外での商談会の開催、サンプル展⽰ショールームの設置等によるビジネスマッチング
⽀援等により、輸出に取り組む国内事業者への総合的な⽀援を実施しています。 

また、JFOODOでは、「⽇本産が欲しい」という現地の需要を作り出すため、現地での
消費者向けプロモーション等を戦略的に実施しています。具体的には、SNS、デジタル広
告等による情報発信、⼩売・外⾷店等と連携したPRイベントの開催といった活動を認定品
⽬団体等とも連携しながら⾏っています。 

今後は、認定品⽬団体、JETRO、JFOODOが連携を強化し、海外の関係機関とも協⼒
しながら、海外の主要都市や⽇本⾷レストラン、⽇系スーパー等の⽇系市場の拡⼤だけで
はなく、特に未開拓の有望エリアや⾮⽇系市場等の新市場の開拓に重点を置いた取組を⼀
体的に実施していくこととしています。 

 

 
 

((海海外外のの⽇⽇本本⾷⾷レレスストトラランン等等とと連連携携ししたたププロロモモーーシショョンンをを実実施施))  
令和5(2023)年の海外における⽇本⾷

レストラン数(概数)は、特にアジアでの
伸びが⼤きかったことにより、令和
3(2021)年の15万9千店から約2割増加し
18万7千店となりました(図図表表33--22--55)。 

また、⽇本産⾷材を積極的に使⽤する
海外の飲⾷店や⼩売店を⺠間団体等が主
体となって認定する「⽇本産⾷材サポー
ター店」は、令和7(2025)年3⽉末時点で
約6千店が認定されています。JFOODO
では、世界各地の⽇本産⾷材サポーター
店等と連携して、⽇本産⾷材等の魅⼒を
訴求するプロモーションを実施していま
す。 

さらに、農林⽔産省では、⽇本料理の調理技能試験制度の普及、外国⼈を対象とした⽇
本⾷料理⼈育成のための招 聘

しょうへい
研修や⽇本料理コンテストの実施、海外料理学校等での⽇

本⾷講座開設等を通じた外国⼈料理⼈の育成等により、海外における⽇本⾷・⾷⽂化発信
の担い⼿を育成するとともに、⽇本⾷・⾷⽂化の魅⼒を外国⼈⽬線に⽴って紹介した映像・

⽶⽶国国のの有有⼒⼒メメデディィアアをを活活⽤⽤ししたた  
ホホタタテテののCCMM画画像像  

資料：⽇本⾷品海外プロモーションセンター 

図表3-2-5 令和5(2023)年の海外における⽇本⾷
レストラン数(概数) 

資料：農林⽔産省作成 
注：(  )内は令和3(2021)年との⽐較 

⾷⾷品品ササンンププルルシショョーールルーームム  
資料：独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構 
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記事の制作・発信等を通じ、⽇本⾷・⾷⽂化の普及を図ることで、農林⽔産物・⾷品の輸
出拡⼤を推進しています。 

 
((輸輸出出先先国国・・地地域域ににおおけけるる専専⾨⾨的的・・継継続続的的なな⽀⽀援援体体制制をを強強化化))  

主要な輸出先国・地域において、農林⽔
産物・⾷品の輸出を⾏う事業者を包括的・
専⾨的・継続的に⽀援するため、在外公館、
JETRO海外事務所、JFOODO海外駐在員
を主な構成員とし、現地発の情報提供や新
たな商流の開拓⽀援等を⾏う輸出⽀援プラ
ットフォームを設置しています。 

令和6(2024)年度は、新たにマレーシア
(クアラルンプール)、アラブ⾸⻑国連邦(ド
バイ)において輸出⽀援プラットフォーム
の拠点を設⽴し、設置国・地域は合計で10
か国・地域となっています1(図図表表33--22--66)。 

また、同プラットフォームでは、現地展
開している⾷品事業者や⽇本⾷レストラン等のネットワークを構築するとともに、輸出を
⽬指す事業者に必要な情報の提供やオールジャパンでのプロモーション戦略の⽴案等を協
⼒して⾏っています。 

さらに、現地商流に⼊り込んでいくため、⽇系市場への過度の偏重や既存の商流の奪い
合いを避け、⽇系以外の商流への新規のアプローチを強化することに留意しながら取り組
むこととしています。 

 
((33))ママーーケケッットトイインンのの発発想想でで輸輸出出ににチチャャレレンンジジすするる農農林林⽔⽔産産事事業業者者をを後後押押しし  
((リリススククをを取取っってて輸輸出出にに取取りり組組むむ事事業業者者へへのの投投資資をを⽀⽀援援))  

「プロダクトアウト」から「マーケットイン」に発想を転換するには、リスクを取って
輸出向け産品の⽣産・輸出にチャレンジする事業者が不可⽋です。 

そのため、農林⽔産省では、輸出向けの⽣産を⾏う輸出産地の育成・展開や、⾃らリス
クを取り、輸出先国・地域の規制やニーズに対応したマーケットイン輸出に取り組む産地・
事業者等に対し、重点的な⽀援・環境整備を⾏うこととしています。 

また、輸出先国・地域の規制に対応した施設整備等の投資を⾏ってから収益化するまで
に⼀定期間を有することから、輸出促進法に基づく公庫の融資(農林⽔産物・⾷品輸出基盤
強化資⾦2)や税制特例(輸出事業⽤資産の割増償却)の積極的な活⽤により、輸出に取り組
む事業者を強⼒に後押しすることとしています。 

さらに、投資円滑化法3に基づき、輸出に取り組む事業者に投資する⺠間の投資主体への
資⾦供給の促進に取り組むこととしています。 

 

 
1 (  )内は事務局設置都市 
2 沖縄振興開発⾦融公庫でも貸付が⾏われている。 
3 第2章第9節を参照 

資料：農林⽔産省作成 

⽶国

タイ
シンガポール

EU

⾹港

中国

台湾
ベトナム

マレーシアUAE

図表3-2-6 輸出⽀援プラットフォームの拠点設
置国・地域 

 

((JJEETTRROO・・JJFFOOOODDOOにによよるる海海外外ででのの販販路路開開拓拓⽀⽀援援をを実実施施))  
JETROでは、セミナーやウェブサイト等を通じた輸出関連制度やマーケット情報の提供、

相談対応等の輸出事業者等へのサポートを⾏っています。また、海外⾒本市への出展⽀援、
国内外での商談会の開催、サンプル展⽰ショールームの設置等によるビジネスマッチング
⽀援等により、輸出に取り組む国内事業者への総合的な⽀援を実施しています。 

また、JFOODOでは、「⽇本産が欲しい」という現地の需要を作り出すため、現地での
消費者向けプロモーション等を戦略的に実施しています。具体的には、SNS、デジタル広
告等による情報発信、⼩売・外⾷店等と連携したPRイベントの開催といった活動を認定品
⽬団体等とも連携しながら⾏っています。 

今後は、認定品⽬団体、JETRO、JFOODOが連携を強化し、海外の関係機関とも協⼒
しながら、海外の主要都市や⽇本⾷レストラン、⽇系スーパー等の⽇系市場の拡⼤だけで
はなく、特に未開拓の有望エリアや⾮⽇系市場等の新市場の開拓に重点を置いた取組を⼀
体的に実施していくこととしています。 

 

 
 

((海海外外のの⽇⽇本本⾷⾷レレスストトラランン等等とと連連携携ししたたププロロモモーーシショョンンをを実実施施))  
令和5(2023)年の海外における⽇本⾷

レストラン数(概数)は、特にアジアでの
伸びが⼤きかったことにより、令和
3(2021)年の15万9千店から約2割増加し
18万7千店となりました(図図表表33--22--55)。 

また、⽇本産⾷材を積極的に使⽤する
海外の飲⾷店や⼩売店を⺠間団体等が主
体となって認定する「⽇本産⾷材サポー
ター店」は、令和7(2025)年3⽉末時点で
約6千店が認定されています。JFOODO
では、世界各地の⽇本産⾷材サポーター
店等と連携して、⽇本産⾷材等の魅⼒を
訴求するプロモーションを実施していま
す。 

さらに、農林⽔産省では、⽇本料理の調理技能試験制度の普及、外国⼈を対象とした⽇
本⾷料理⼈育成のための招 聘

しょうへい
研修や⽇本料理コンテストの実施、海外料理学校等での⽇

本⾷講座開設等を通じた外国⼈料理⼈の育成等により、海外における⽇本⾷・⾷⽂化発信
の担い⼿を育成するとともに、⽇本⾷・⾷⽂化の魅⼒を外国⼈⽬線に⽴って紹介した映像・

⽶⽶国国のの有有⼒⼒メメデディィアアをを活活⽤⽤ししたた  
ホホタタテテののCCMM画画像像  

資料：⽇本⾷品海外プロモーションセンター 

図表3-2-5 令和5(2023)年の海外における⽇本⾷
レストラン数(概数) 

資料：農林⽔産省作成 
注：(  )内は令和3(2021)年との⽐較 

⾷⾷品品ササンンププルルシショョーールルーームム  
資料：独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構 
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農協を核とした輸出産地の形成、効率的な輸出物流の構築、輸出⼈材の育成等の具体的な
課題について協議を進めています。 

また、農林⽔産省では、海外の規制・ニーズに対応した⽣産・流通体系への転換を通じ
た輸出産地の形成を促進するため、令和6(2024)年6⽉から、JAグループ、JETRO、⼀般社
団法⼈⽇本

に ほ ん
⻘果物
せ い か ぶ つ

輸出
ゆしゅつ

促 進 協
そくしんきょう

議会
ぎ か い

と連携し、「園芸作物の輸出産地形成⽀援に係る全国キ
ャラバン」を開催しました。同キャラバンでは、輸出拡⼤に向けた施策や⽀援策等の周知
に加え、輸出に取り組む事業者や海外市場ニーズの紹介、輸出に向けた相談会を⾏いまし
た。 

さらに、輸出産地の形成⽀援に向けた取組と海外販路の開拓・拡⼤に向けた取組を有機
的に連携させ、⽇本産農畜産物輸出の⼀層の拡⼤を図ることを⽬的として、JA全農、JETRO
及びJFOODOの3者で「⽇本産農畜産物の輸出促進に向けた連携協定」を締結し、同年7
⽉に調印式を開催しました。同協定により、輸出産地の形成や輸出の実現に向けた総合的
なサポートや海外市場での販売⼒の向上、産地が有する魅⼒を最⼤限に活かした農畜産物
の価値訴求⼒・ブランド⼒の向上等といった効果が期待されています。 

 

 
 
((輸輸出出⼈⼈材材のの育育成成・・確確保保をを推推進進))  

輸出に取り組む事業者にとって、輸出先国・地域のニーズや検疫条件等の規制に精通し、

((ココララムム))  輸輸出出拡拡⼤⼤にに向向けけ、、多多様様なな⼈⼈材材のの参参画画をを促促進進  

昔昔ななががららのの「「⽊⽊桶桶仕仕込込みみ」」ににここだだわわっったた醤醤油油造造りり  
資料：有限会社栄醤油醸造 

既既存存輸輸出出品品⽬⽬ののキキャャベベツツのの圃圃場場  
資料：株式会社⼤吉農園 

⽇本⾷の需要が⾼まり、海外への輸出事業者が増える中、海外展開に向けた多様な業務に対応でき
る⼈材の不⾜が⼤きな課題となっており、このような課題の解決には、ITやマーケティング、デザイ
ン等の多様な領域の知⾒や異なる視点を持った⼈々との共創が不可⽋となっています。 

このような状況の中、多様な業種の⼒を結集し、我が国の⾷を世界に広めることを⽬的に、GFP
と内閣府プロフェッショナル⼈材事業との連携の下、輸出に取り組む事業者の経営課題の解決に向け
た⼈材マッチング等を進めており、海外販路開拓⼈材や規制対応に係る書類作成を担う⼈材等のマッ
チングが実現しています。 

例えば静岡県掛川市
か け が わ し

の有限会社 栄
さかえ

醤油
しょうゆ

醸 造
じょうぞう

は、主に欧州と北⽶をターゲットとしており、課題と
なっていたマーケティングの知⾒を有する⼈材を確保することができました。また、⿅児島県指宿市

い ぶ す き し

の株式会社⼤吉
だいきち

農園
のうえん

は、キャベツに加えてかぼちゃを新たな輸出品⽬として更なる輸出拡⼤を図るた
め、貿易知⾒を有し、⼤ロットな販路開拓を担える⼈材とマッチングすることができました。 

また、このような取組を⼀層推進するため、令和6(2024)年3⽉に「おいしい⽇本、届け隊」官⺠共
創プロジェクトを⽴ち上げたところであり、これらの取組を通じて我が国の⾷の輸出拡⼤に向けた多
様な⼈材の参画促進、裾野拡⼤に取り組んでいくこととしています。 

 

((ママーーケケッットトイインンのの発発想想にに基基づづくく輸輸出出産産地地・・事事業業者者のの育育成成・・展展開開をを推推進進))  
輸出先国・地域のニーズや規制に対応した産品を、求められるスペックで継続的に提供

し、農林⽔産事業者の利益につなげるため、輸出促進法に基づく輸出事業計画を踏まえた
輸出産地の形成に必要な施設整備等を重点的に⽀援することとしています。また、⽔⽥を
転換した園地や畑地を活⽤し、果樹や野菜等⾼収益作物の輸出産地の育成・展開を図るこ
とも必要です。 

畜産物については、⽣産者、⾷⾁処理施設等の、輸出事業者等が連携して⽣産から輸出
まで⼀貫して輸出促進を図る体制(コンソーシアム)の育成・設⽴等を進めるとともに、コ
ンソーシアムが取り組む産地の特⾊を活かした商流の構築や拡⼤、ブランディング、輸出
促進等を⽀援することとしています。 

また、輸出産地・事業者をサポートするため、専⾨的な知⾒を持つ外部⼈材を「輸出産
地サポーター」として地⽅農政局等に配置し、マーケットイン輸出に向けた産地の育成を
⽀援することとしています。 

さらに、輸出産地・事業者の育成や⽀援を⾏う農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクト(GFP1)
は、令和7(2025)年2⽉時点で会員数が10,184となっていますが、輸出の熟度・規模が多様
化しており、輸出事業者のレベルに応じたサポートを⾏う必要があります。また、新たに
輸出に取り組む輸出スタートアップを増やしていく必要があり、地⽅農政局等や都道府県
段階で、現場に密着したサポート体制の強化に取り組んでいます。くわえて、輸出産地の
形成に向け、GFPを活⽤した輸出産地向けのセミナーや交流会の開催等の取組を⼀層進め
ていくこととしています。 

 

 
 
⼀⽅、農協系統は取扱量が多いものの、継続的かつ安定的な出荷の困難さや輸出に向け

た物流に⼗分対応できないなどのマーケットインの輸出に対する課題が多く、輸出産地の
課題解決に向け、農協系統と国の連携が重要となっています。 

このような中、農林⽔産省では、今後の更なる輸出拡⼤に向けた取組を加速化するため、
令和6(2024)年1⽉に、JAグループと「輸出関係連絡協議会」を設⽴し、輸出産地の形成を
後押しする⽀援、フラッグシップ輸出産地の認定・公表や輸出⼈材の育成・確保等に関す
る国の取組について紹介しました。また、同協議会の下に、ワーキンググループを設置し、

 
1 Global Farmers/Fishermen/Foresters/Food Manufactures Projectの略 

GGFFPPビビジジネネススパパーートトナナーーをを活活⽤⽤しし、、  
英英語語版版ププロロモモーーシショョンンツツーールルをを作作成成  

資料：村商株式会社 
GGFFPPのの海海外外イイベベンントトにに出出展展ししたた⽶⽶ののブブーースス  

資料：株式会社百笑市場 

220

輸出拡大等による「海外から稼ぐ力」の強化第2節

農村白書2025_1-3.indd   220農村白書2025_1-3.indd   220 2025/05/14   16:42:102025/05/14   16:42:10



 

農協を核とした輸出産地の形成、効率的な輸出物流の構築、輸出⼈材の育成等の具体的な
課題について協議を進めています。 

また、農林⽔産省では、海外の規制・ニーズに対応した⽣産・流通体系への転換を通じ
た輸出産地の形成を促進するため、令和6(2024)年6⽉から、JAグループ、JETRO、⼀般社
団法⼈⽇本

に ほ ん
⻘果物
せ い か ぶ つ

輸出
ゆしゅつ

促 進 協
そくしんきょう

議会
ぎ か い

と連携し、「園芸作物の輸出産地形成⽀援に係る全国キ
ャラバン」を開催しました。同キャラバンでは、輸出拡⼤に向けた施策や⽀援策等の周知
に加え、輸出に取り組む事業者や海外市場ニーズの紹介、輸出に向けた相談会を⾏いまし
た。 

さらに、輸出産地の形成⽀援に向けた取組と海外販路の開拓・拡⼤に向けた取組を有機
的に連携させ、⽇本産農畜産物輸出の⼀層の拡⼤を図ることを⽬的として、JA全農、JETRO
及びJFOODOの3者で「⽇本産農畜産物の輸出促進に向けた連携協定」を締結し、同年7
⽉に調印式を開催しました。同協定により、輸出産地の形成や輸出の実現に向けた総合的
なサポートや海外市場での販売⼒の向上、産地が有する魅⼒を最⼤限に活かした農畜産物
の価値訴求⼒・ブランド⼒の向上等といった効果が期待されています。 

 

 
 
((輸輸出出⼈⼈材材のの育育成成・・確確保保をを推推進進))  

輸出に取り組む事業者にとって、輸出先国・地域のニーズや検疫条件等の規制に精通し、

((ココララムム))  輸輸出出拡拡⼤⼤にに向向けけ、、多多様様なな⼈⼈材材のの参参画画をを促促進進  

昔昔ななががららのの「「⽊⽊桶桶仕仕込込みみ」」ににここだだわわっったた醤醤油油造造りり  
資料：有限会社栄醤油醸造 

既既存存輸輸出出品品⽬⽬ののキキャャベベツツのの圃圃場場  
資料：株式会社⼤吉農園 

⽇本⾷の需要が⾼まり、海外への輸出事業者が増える中、海外展開に向けた多様な業務に対応でき
る⼈材の不⾜が⼤きな課題となっており、このような課題の解決には、ITやマーケティング、デザイ
ン等の多様な領域の知⾒や異なる視点を持った⼈々との共創が不可⽋となっています。 

このような状況の中、多様な業種の⼒を結集し、我が国の⾷を世界に広めることを⽬的に、GFP
と内閣府プロフェッショナル⼈材事業との連携の下、輸出に取り組む事業者の経営課題の解決に向け
た⼈材マッチング等を進めており、海外販路開拓⼈材や規制対応に係る書類作成を担う⼈材等のマッ
チングが実現しています。 

例えば静岡県掛川市
か け が わ し

の有限会社 栄
さかえ

醤油
しょうゆ

醸 造
じょうぞう

は、主に欧州と北⽶をターゲットとしており、課題と
なっていたマーケティングの知⾒を有する⼈材を確保することができました。また、⿅児島県指宿市

い ぶ す き し

の株式会社⼤吉
だいきち

農園
のうえん

は、キャベツに加えてかぼちゃを新たな輸出品⽬として更なる輸出拡⼤を図るた
め、貿易知⾒を有し、⼤ロットな販路開拓を担える⼈材とマッチングすることができました。 

また、このような取組を⼀層推進するため、令和6(2024)年3⽉に「おいしい⽇本、届け隊」官⺠共
創プロジェクトを⽴ち上げたところであり、これらの取組を通じて我が国の⾷の輸出拡⼤に向けた多
様な⼈材の参画促進、裾野拡⼤に取り組んでいくこととしています。 

 

((ママーーケケッットトイインンのの発発想想にに基基づづくく輸輸出出産産地地・・事事業業者者のの育育成成・・展展開開をを推推進進))  
輸出先国・地域のニーズや規制に対応した産品を、求められるスペックで継続的に提供

し、農林⽔産事業者の利益につなげるため、輸出促進法に基づく輸出事業計画を踏まえた
輸出産地の形成に必要な施設整備等を重点的に⽀援することとしています。また、⽔⽥を
転換した園地や畑地を活⽤し、果樹や野菜等⾼収益作物の輸出産地の育成・展開を図るこ
とも必要です。 

畜産物については、⽣産者、⾷⾁処理施設等の、輸出事業者等が連携して⽣産から輸出
まで⼀貫して輸出促進を図る体制(コンソーシアム)の育成・設⽴等を進めるとともに、コ
ンソーシアムが取り組む産地の特⾊を活かした商流の構築や拡⼤、ブランディング、輸出
促進等を⽀援することとしています。 

また、輸出産地・事業者をサポートするため、専⾨的な知⾒を持つ外部⼈材を「輸出産
地サポーター」として地⽅農政局等に配置し、マーケットイン輸出に向けた産地の育成を
⽀援することとしています。 

さらに、輸出産地・事業者の育成や⽀援を⾏う農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクト(GFP1)
は、令和7(2025)年2⽉時点で会員数が10,184となっていますが、輸出の熟度・規模が多様
化しており、輸出事業者のレベルに応じたサポートを⾏う必要があります。また、新たに
輸出に取り組む輸出スタートアップを増やしていく必要があり、地⽅農政局等や都道府県
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形成に向け、GFPを活⽤した輸出産地向けのセミナーや交流会の開催等の取組を⼀層進め
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⼀⽅、農協系統は取扱量が多いものの、継続的かつ安定的な出荷の困難さや輸出に向け

た物流に⼗分対応できないなどのマーケットインの輸出に対する課題が多く、輸出産地の
課題解決に向け、農協系統と国の連携が重要となっています。 

このような中、農林⽔産省では、今後の更なる輸出拡⼤に向けた取組を加速化するため、
令和6(2024)年1⽉に、JAグループと「輸出関係連絡協議会」を設⽴し、輸出産地の形成を
後押しする⽀援、フラッグシップ輸出産地の認定・公表や輸出⼈材の育成・確保等に関す
る国の取組について紹介しました。また、同協議会の下に、ワーキンググループを設置し、

 
1 Global Farmers/Fishermen/Foresters/Food Manufactures Projectの略 

GGFFPPビビジジネネススパパーートトナナーーをを活活⽤⽤しし、、  
英英語語版版ププロロモモーーシショョンンツツーールルをを作作成成  

資料：村商株式会社 
GGFFPPのの海海外外イイベベンントトにに出出展展ししたた⽶⽶ののブブーースス  

資料：株式会社百笑市場 
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また、東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社では、多核種除去設備(ALPS
ア ル プ ス

1)等により、
トリチウム以外の放射性物質について安全に関する規制基準を確実に下回るまで浄化処理
した⽔(以下「ALPS処理⽔」という。)を、トリチウムについても1,500Bq/L未満になるま
で海⽔で⼤幅に希釈した上で、令和5(2023)年8⽉から海洋への放出を開始しました。 

これに伴い、従来の原発事故に伴う輸⼊規制に加えて、中国、⾹港、マカオ及びロシア
は⽇本産⽔産物等の輸⼊停⽌を⾏いました。しかし、ALPS処理⽔の海洋放出については、
IAEA2(国際原⼦⼒機関)の包括報告書に明記されているとおり、⼈及び環境に与える放射
線影響は無視できるほどであり、我が国としては、こうした点や⽔産物等の放射性物質検
査結果を国内外に向け、透明性⾼く発信してきました。中国との間では、令和6(2024)年9
⽉に、ALPS処理⽔の海洋放出と⽇本産⽔産物の輸⼊規制について⽇中間の「共有された
認識」を発表し、中国は、IAEAの枠組みの下での追加的なモニタリングを実施後、⽇本産
⽔産物の輸⼊規制措置の調整に着⼿し、⽇本産⽔産物の輸⼊を着実に回復させることにな
りました。令和7(2025)年3⽉の⽇中ハイレベル経済対話でこの認識が着実に履⾏されてい
ることを両者が評価し、モニタリング結果に異常がないことを前提に、輸⼊再開に向けて
関連の協議を推進することで⼀致しました。 

引き続き、⽇本産農林⽔産物・⾷品の輸⼊規制を維持している国・地域に対して、規制
の撤廃が早期に実施されるよう働き掛けを⾏っていきます。 

 
((動動植植物物検検疫疫協協議議をを引引きき続続きき推推進進))  

動植物検疫協議については、農林⽔産業・⾷品産業の持続的な発展に寄与する可能性が
⾼い輸出先国・地域や品⽬から優先的に協議を進めています。令和6(2024)年度は、フィ
リピン向けいちご、タイ向けゆず及びきんかんの輸出が解禁されました。⿃インフルエン
ザについては、令和6(2024)年シーズンは令和7(2025)年3⽉末時点で14道県51事例が確認
されています。これらの道県については、道県単位で輸出を停⽌しており、防疫措置完了
から28⽇が経過した時点で、輸出再開に向けた検疫協議を実施しています。 

 
((輸輸出出加加速速をを⽀⽀ええるる政政府府⼀⼀体体ととししててのの体体制制整整備備をを推推進進))  

農林⽔産省では、電⼦媒体で輸出証明書の発⾏が可能となるよう、輸出先国・地域へ働
き掛けています。また、⼿数料のオンライン納付機能を整備し、令和6(2024)年10⽉から
⼀部の国による施設認定の⼿数料について、オンライン納付を開始しています。 

さらに、植物検疫における輸出検査について、令和5(2023)年4⽉に施⾏された改正植物
防疫法3に基づき、同年同⽉から、第三者機関による輸出検査が可能となったことから、第
三者機関の登録及び検査を実施しています。 

 
((輸輸出出先先国国・・地地域域のの規規制制ややニニーーズズにに対対応応ししたた加加⼯⼯⾷⾷品品等等へへのの⽀⽀援援をを推推進進))  

輸出先国・地域の規制に対応するためのHACCP対応施設等の整備⽬標達成に向け、計
画的な施設整備に対する⽀援を⾏うとともに、厚⽣労働省と連携し、輸出促進法に基づく
適合施設の認定を迅速に⾏うこととしています。 

 
1 Advanced Liquid Processing Systemの略 
2 International Atomic Energy Agencyの略 
3 正式名称は「植物防疫法の⼀部を改正する法律」 

 

輸出向けの⽣産や販路開拓等の関連業務に対応できる⼈材の不⾜が⼤きな課題となってい
ます。 

⼀⽅、現状は輸出先国・地域のニーズや規制、輸出実務等のノウハウを効率的かつ体系
的に体得する学習環境が乏しいことから、教育機関と連携した輸出⼈材の育成の展開や
GFPの⽀援の下で輸出実務経験者等の専⾨⼈材と輸出事業者のマッチングを進め、輸出事
業者のニーズに合った輸出⼈材の確保を推進することとしています。 

 
((⽣⽣産産かからら流流通通・・販販売売にに⾄⾄るる関関係係者者がが⼀⼀体体ととななっったたササププラライイチチェェーーンンのの強強化化をを推推進進))  

輸出の促進に当たっては、⽣産から流通・販売に⾄る関係者が⼀体となったサプライチ
ェーンを強化して取り組むことが不可⽋です。 

そのため、農林⽔産省では、国内の⽣産事業者と海外の現地販売事業者、両者をつなぐ
国内外の商社等で構成されるコンソーシアムが⾏う、⽣産から現地販売までの⼀気通貫し
た新たなサプライチェーンモデルの構築に向けた取組を⽀援することとしています。 

 
((⼤⼤ロロッットト・・⾼⾼品品質質・・効効率率的的なな輸輸出出等等にに対対応応可可能能なな輸輸出出物物流流のの構構築築をを推推進進))  

輸出を拡⼤するためには、⼤ロットで経済的な輸出を実践するなど、輸出に向けた効率
的な物流の構築が重要です。 

そのため、農林⽔産省では、基幹的な輸出物流ルートにおける国内各地からの最適輸送
ルートの構築や集荷・保管体制の構築に向けた取組を⽀援するとともに、地⽅港湾・空港
等を活⽤した輸出物流の構築に向けた調査・実証等を⽀援することとしています。 

 
((44))  省省庁庁のの垣垣根根をを超超ええ政政府府⼀⼀体体ととししてて輸輸出出のの障障害害をを克克服服  
((政政府府⼀⼀体体ででのの戦戦略略的的なな協協議議のの実実施施))  

マーケットイン輸出への転換に向け、海外現地での情報収集や売込み、輸⼊規制等に関
する政府間協議、⾷品安全管理、知的財産管理、流通・物流整備、研究開発等の様々な関
連分野において、政府による環境整備が不可⽋です。 

農林⽔産省では、輸出重点品⽬を中⼼に、規制導⼊に関する情報を現地で早期に収集し、
国内に提供する体制を整えるとともに、輸出の障害となる輸出先国・地域の規制の撤廃・
緩和に向け、農林⽔産物・⾷品輸出本部の下で政府⼀体となり、実⾏計画1を策定し、戦略
的に協議を⾏っています。 

 
((東東京京電電⼒⼒福福島島第第⼀⼀原原⼦⼦⼒⼒発発電電所所のの事事故故及及びびAALLPPSS処処理理⽔⽔のの海海洋洋放放出出にに伴伴うう輸輸⼊⼊規規制制のの撤撤
廃廃をを働働きき掛掛けけ))  

東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所の事故に伴い、55か国・地域において、⽇本産農林⽔
産物・⾷品の輸⼊停⽌や放射性物質の検査証明書等の要求、検査の強化といった輸⼊規制
措置が講じられてきました。これらの国・地域に対し、政府⼀体となってあらゆる機会を
捉えて規制の撤廃に向けた粘り強い働き掛けを⾏ってきた結果、令和6(2024)年度におい
ては、輸⼊規制措置が仏領ポリネシアで撤廃、台湾で緩和され、規制を維持する国・地域
は6まで減少しました。 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する実⾏計画」(輸出促進法に基づき策定) 
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マーケットイン輸出への転換に向け、海外現地での情報収集や売込み、輸⼊規制等に関
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農林⽔産省では、輸出重点品⽬を中⼼に、規制導⼊に関する情報を現地で早期に収集し、
国内に提供する体制を整えるとともに、輸出の障害となる輸出先国・地域の規制の撤廃・
緩和に向け、農林⽔産物・⾷品輸出本部の下で政府⼀体となり、実⾏計画1を策定し、戦略
的に協議を⾏っています。 

 
((東東京京電電⼒⼒福福島島第第⼀⼀原原⼦⼦⼒⼒発発電電所所のの事事故故及及びびAALLPPSS処処理理⽔⽔のの海海洋洋放放出出にに伴伴うう輸輸⼊⼊規規制制のの撤撤
廃廃をを働働きき掛掛けけ))  

東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所の事故に伴い、55か国・地域において、⽇本産農林⽔
産物・⾷品の輸⼊停⽌や放射性物質の検査証明書等の要求、検査の強化といった輸⼊規制
措置が講じられてきました。これらの国・地域に対し、政府⼀体となってあらゆる機会を
捉えて規制の撤廃に向けた粘り強い働き掛けを⾏ってきた結果、令和6(2024)年度におい
ては、輸⼊規制措置が仏領ポリネシアで撤廃、台湾で緩和され、規制を維持する国・地域
は6まで減少しました。 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する実⾏計画」(輸出促進法に基づき策定) 
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農林⽔産省を始めとする関係省庁は、海外の消費者に対して我が国の⾷品の調理⽅法、
⾷べ⽅、⾷体験等を通じた地域の⽂化とのつながりの発信等を⾏うとともに、訪⽇外国⼈
旅⾏者の更なる増加と農林⽔産物・⾷品の輸出増⼤につながるといった好循環を構築する
ため、訪⽇外国⼈旅⾏者を⽇本の⾷・⾷⽂化の「本場」である農⼭漁村に呼び込む取組を
推進しています。農林⽔産省は、地域の⾷や⾷⽂化等によりインバウンド誘致を図る地域
を「SAVOR

セ イ バ ー
 JAPAN

ジ ャ パ ン
」に認定することで、オールジャパンのブランドとして、海外への⼀

元的な情報発信を推進しています。令和6(2024)年度は新たに2地域1を認定し、認定地域は
令和6(2024)年12⽉時点で43地域となりました。 

さらに、JFOODOでは、JNTO等と連携し、インバウンドによる消費額も多く⼈気も⾼
い⾷品をターゲットとしたSNS等を活⽤した情報発信や、訪⽇外客数の多い地域における
プロモーション活動に取り組んでいます。 

 

 

 
1 令和6(2024)年度に認定された地域は、⻑野県松川町(五平餅)、⼭梨県みのぶ農泊地域(あけぼの⼤⾖)の2地域。(  )内は、その地域

の⾷ 

図表3-2-8 インバウンドによる⾷関連消費額(推計) 

資料：観光庁「訪⽇外国⼈消費動向調査」、⽇本政府観光局「訪⽇外客統計」を基に農林⽔産省作成 
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また、単独では輸出先の発掘や⼤ロットの輸出、海外⼩売店の売場の確保等を⾏うこと
が困難である、地域の中⼩⾷品製造事業者等については、関係者が連携して取り組む海外
市場調査や販路開拓、輸出⽤商品開発等の⽀援が重要です。 

 
((55))  ⾷⾷品品産産業業のの海海外外展展開開ととイインンババウウンンドドにによよるる⾷⾷関関連連消消費費のの拡拡⼤⼤  
((輸輸出出のの後後押押ししににももつつななががるる事事業業者者のの海海外外展展開開をを⽀⽀援援))  

我が国の⾷品事業者の海外事業展開は、⽇本産原材料を⽤いた現地加⼯、⽇本⾷の普及、
⾷⽂化の理解促進等を通じた農林⽔産物・⾷品の輸出との相乗効果を含む、⾷産業の持続
的発展に寄与することが期待されます。 

農林⽔産省では、⾷品製造業等の海外展開に向けた環境整備を図るため、官⺠間及び企
業間の情報交換の場である「グローバル・フードバリューチェーン(GFVC)推進官⺠協議
会」の下でのセミナーの開催等を通じた事業者への情報提供や海外展開の際の実務的な留
意事項等をまとめたガイドラインの策定・普及に加え、海外現地での物流・商流構築に係
る設備投資等を⾏う場合の案件形成⽀援等に取り組んでいます。 

⾷品産業の海外展開による収益額が近年拡⼤傾向にある中、今後は、現地におけるサポ
ート体制の充実や、海外拠点の設置に対する制度融資の活⽤の推進等により、更なる海外
展開の推進を図ることとしています。 

 
((訪訪⽇⽇外外国国⼈⼈旅旅⾏⾏者者にに⽇⽇本本⾷⾷のの理理解解・・普普及及をを推推進進))  

⽇本
に ほ ん

政府
せ い ふ

観 光 局
かんこうきょく

1(JNTO)の調査による
と、令和6(2024)年の訪⽇外客数は、前年
から増加し3,687万⼈にまで拡⼤していま
す(図図表表33--22--77)。 

また、インバウンドによる⾷関連消費額
も増加傾向にあり、今後も増加が⾒込まれ
ます(図図表表33--22--88)。インバウンドによる⾷関
連消費は、我が国の⾷に対する海外からの
需要という点で、輸出と同様に農林⽔産
業・⾷品産業の収益確保に資するという考
えの下、その拡⼤に向けて取り組むことと
しています。 

 
 

 
1 正式名称は「独⽴⾏政法⼈国際観光振興機構」 

⾷⾷品品産産業業のの海海外外展展開開のの促促進進にに関関すするる検検討討会会  
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_action/kaigai_tenkai.html 

図表3-2-7 訪⽇外客数 

資料：⽇本政府観光局「訪⽇外客統計」 
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